
ケアプランデータ連携システム
普及促進事業　伴走支援について

青梅市
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https://drive.google.com/file/d/1NLSEBundgMb5W6nXcchOCBxv9Szpjmwm/view?usp=sharing

資料のダウンロードはこちらから

ご挨拶・事業説明
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本事業についての説明（青梅市）

青梅市

善光総合研究所

NPO法人タダカヨ

委託

委託

青梅市の
事業所様 伴走支援

伴走支援チーム



ケアプランデータ連携システム

ケアプー
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なぜ、
ケアプランデータ連携システムを

使う必要があるのか？
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日本の人口について
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総人口
● 2020年12.615万人
● 2025年12.254万人
● 2050年10.192万人

25年間で2.062万人減少

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd121110.html　（総務省）

日本の人口について
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生産年齢人口
● 2020年7.509万人
● 2025年7.170万人
● 2050年5.275万人

25年間で1.895万人減少

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd121110.html　（総務省）



日本の人口について
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高齢人口
● 2020年3.602万人
● 2025年3.677万人
● 2050年3.841万人

25年間で164万人 増加

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd121110.html　（総務省）

日本の人口について（2025年→2050年）
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総  人  口

生産年齢人口

高齢人口

2.060万人　減少
1.895万人　減少
   164万人　増加

日本の人口について（2025年→2050年）
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総  人  口

生産年齢人口

高齢人口

2.060万人　減少
1.895万人　減少
   164万人　増加

日本の都道府県の人口
東京都: 約1417万人、神奈川県 : 約920万人、大阪府: 約877万人（2025年4月時点）

今より　少ない人数　で

今後は　　多い仕事　　を
する必要がある

と言われても‥実感がわかない‥
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ケアマネジャーの担当人数を例
に、考えてみましょう。
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４０人の担当 青梅市
67人前後を担当

2025年 2050年

生産年齢人口は
1.895万人減少

高齢人口は
164万人増加

AIによるリサーチ＆推論
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少ない人数 多い仕事

今より少ない人数

今後は 多い仕事
する必要がある

する必要がある

で

を
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ケアプランデータ連携システムとは
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ケアプランデータ連携システムとは？

居宅介護  
支援事業所

居宅サービス  
事業所
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予定や実績の作成から、受け取りまでの流れ

居宅介護 
支援事業所

居宅サービス  
事業所
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居宅介護支援事業所と居宅サービス事業所とのケアプランのやりとりの全体図

IDとパスワードは鍵
電子証明書は通行手形

安心・安全

介護情報基盤について

24



介護情報基盤の概要（令和８年〜）
● 国の新しい情報システム（介護情報基盤）の利用が、令和8年4

月から順次始まり、令和10年4月までに全国で開始される予定

です。

● このシステムが始まると、事業所は利用者の介護保険証や要

介護認定の情報などを、インターネット経由で電子的に確認 で

きるようになります。

● 利用するには、事業所のパソコンに専用の電子証明書（クライ

アント証明書）を入れたり、カードリーダーを導入したりする準

備が必要です。

● カードリーダーの購入費や、導入のための設定作業（接続サ

ポート）にかかる費用について、補助金が用意される予定です。

● 現在使われている「ケアプランデータ連携システム」は、この新

しいシステムに統合され、一カ所で情報にアクセスできるよう

になる方針です。

25 26https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤について
これまで分散していた情報を集約し、サービス間を連携します。
介護に関わる人たちのやり取りや手続きをより良いものにする仕組みです。

27https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤について
ケアプランデータ
連携システム

28https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること
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介護情報基盤で、みなさまが実現できること

30https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること

31https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること

連携できるデータの内容
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居宅サービス計画書　第１・２・3表
介護予防サービス-支援計画書・別表
利用者基本情報
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サービス利用（提供）票・別表

実績情報

ケアプラン関連 請求関連

データ連携でやり取りできる　CSVデータの内容　

34

データ連携でやり取りできる　PDFデータ等の内容　

● PDF等の送受信も可能
○ いままで、FAX・郵送・手渡ししていた書類の中で、サー

ビス担当者会議の要点、毎月の利用報告書、評価表など
などを、PDF等にすることで、送受信が可能です。

○ CSVデータで送受信できない書類は、PDFにして送受信す
ることで、さらなる生産性の向上となります。

※PDF等のデータはCSVデータとは違い、介護ソフトへのデータ取
り込みなどは行なえません。
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データ連携でやり取りできる　データ形式の内容　

【1回に送信できるデータ量】

● ファイルサイズ：最大10MB
● ファイル数：最大30個

※上記表は、「ケアプランデータ連携システム操作（対象：居宅介護支援事業所・介護サービ
ス事業所向け ）マニュアル   P75・144」 の一部

データ連携がもたらす効果

36



データ連携がもたらす効果
【居宅介護支援事業所・地域包括支援センター・サービス事業所】

● 実績などの介護ソフトへの入力作業が減り、業務時間の削減が期待で
きます。

● 給付管理と介護給付費請求の整合が高まり、返戻等となるリスクが軽
減します。

● 郵送やFAXなどの送信コストや、それにかかる時間の削減が期待でき
ます。

● 居宅サービス計画書のデータを取り込むことで、個別援助計画書・評
価（モニタリング）表など、作成効率の向上が期待できます。
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データ連携がもたらす効果
【居宅介護支援事業所・地域包括支援センター・サービス事業所】

● データで連携をすることで得られる効果
○ 実績などの介護ソフトへの入力作業が減り、業務時間の削減が期待できます。

○ 給付管理と介護給付費請求の整合が高まり、返戻等となるリスクが軽減します。

○ 郵送やFAXなどの送信コストや、それにかかる時間の削減が期待できます。

○ 居宅サービス計画書のデータを取り込むことで、個別援助計画書・評価（モニタリング）表
など、作成効率の向上が期待できます。
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さらに、地域包括支援センターと
居宅介護支援事業所でのデータの
連携が可能なため、予防実績につ
いても連携可能となっています。

地域包括支援センターのメリット ①実績業務

地域包括支援センター 委託先居宅介護支援事業所

サービス事業所

予防の実績を
データで送付

予防の実績を
データで送付

自動入力・チェック 自動入力・チェック

● 入力の手間が格段に減少する
● 数値で確認ができるのでミスがなくなる
● 取り込みエラーから、介護保険証情報の

誤りが見つかる
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地域包括支援センターのメリット ②プランのチェック

地域包括支援センター 委託先居宅介護支援事業所
予防プランのチェック・コメン
トをデータ連携で行える

確認・コメント 予防プラン作成

● プランの提出をデータ連携で行う
● プランチェックをしてコメントを記載の

上データ連携で居宅に戻す
● ご利用者様に交付する
※移動など、事務的工数削減につながる

40



メリットを考えて導入していきましょう
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メリットを考えて導入を検討していきましょう

42

● ケアプランデータ連携を導入すると一時的に大変になる可能性があります

● ファックス、メール、郵送、チャットなどにケアプランデータ

連携も加わると、受け渡しの種類　が増える。

メリットを考えて導入を検討していきましょう
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● ケアプランデータ連携を取り入れると一時的に大変になる可能性があります

● ファックス、メール、郵送、チャットなどにケアプランデータ

連携も加わると、受け渡しの手段　が増える。

● ただ、ケアプランデータ連携だけの送受信になるとコストは削

減でき時間も短縮できる。

メリットを考えて導入を検討していきましょう

● ケアプランデータ連携を取り入れると一時的に大変に
なる可能性がありますが

44

普及事業などを機会に面（短期間で
複数事業所）で導入することで大幅
な効果が期待されます
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料金シミュレーターで確認

https://sites.google.com/tadakayo.jp
/test-cpds-simi/top

46

47

システムの導入・運用について
（伴走支援の流れ）
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伴走支援の様子
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国保中央会ケアプランデータ連携システム導入手順　補足

● 電子請求用のID（KJで

始まる14ケタ）

● 電子請求用のパス

● 証明書発行用パス

57

※電子請求用のID（KJで始ま
る番号）やパス　と　代理請
求用のID（HDで始まる番
号）やパスは、違います。
　必ず、電子請求用のID（KJ
で始まる番号）やパスが必要
です。

ケアプランデータ連携ヘルプデスクサポートサイト
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https://www.careplan-
renkei-support.jp/

YouTubeチャンネルでPR・解説もしています　４分の動画
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https://www.youtube.
com/@careplan_cha
nnel

システムを運用する上での注意点

60



運用する上での注意点

● 原則１端末（1つのパソコン）で使用する
● 複数端末（複数のパソコン）で送受信も可能ですが履歴などが共有されない

ため、受信はパソコン1台にするなどの運用ルール化が各事業所の状況に合
わせて必要

● 他多数あり・・・
○ 一括送信件数が100件までと決まっている
○ CSVなどのダウンロード回数は1回と決まっており、再度ダウンロードすることができない
○ ログイン画面はマウスの右クリックを使った　コピー・貼り付け　などの操作が行なえない

（ショートカットキーは使える：Ctrl+C（コピー）・Ctrl+V（貼り付け））
○ 送受信の履歴はダウンロードできない
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ケアプーを使うパソコンは１台（推奨）

● 原則１端末（1つのパソコン）で使
用する

● 複数端末（複数のパソコン）で送
受信も可能ですが履歴などが共有
されないため、受信はパソコン1台
にするなどの運用ルール化が各事
業所の状況に合わせて必要

62

今の業務の流れに合わせた運用ルールを

● 原則１端末（1つのパソコン）で使
用する

● 複数端末（複数のパソコン）で送
受信も可能ですが履歴などが共有
されないため、受信はパソコン1台
にするなどの運用ルール化が各事
業所の状況に合わせて必要

63伴走支援時に相談

Windows11のパソコン

● セキュリティが非常に危険になる  🚪
これが一番大きな問題です。例えるなら「家のカギ（セキュリ

ティ）が壊れたまま、修理してもらえなくなる」状態です。新し

いウイルスやハッキング（乗っ取り・情報抜き取り）の方法が

見つかっても、それを防ぐための更新（アップデート）が止まり

ます。個人情報やクレジットカード情報が盗まれる危険性が

非常に高くなります。

● 新しいソフトや機械が使えなくなる  🚫
新しく発売されるソフト（アプリ）や、プリンター・カメラなどの周

辺機器が「Windows 10には対応していません」と表示され、

インストールできなかったり、動かなくなったりすることが増え

ます。

● 不具合が直らなくなる  🐛
使っていて「なんだか動作がおかしい」といった不具合（バグ）

が見つかっても、もうマイクロソフトは修正してくれません。パ

ソコンが不安定なまま使い続けることになります。

64

サポート終了



他の課題・・・

● 一括送信件数が100件までと決まっている
● CSVなどのダウンロード回数は1回と決まっており、再度ダウンロードする

ことができない
● ログイン画面はマウスの右クリックを使った　コピー・貼り付け　などの操

作が行なえない（ショートカットキーは使える：Ctrl+C（コピー）・Ctrl+V
（貼り付け））

● 送受信の履歴はダウンロードできない
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よく聞かれる質問コーナー
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システムを導入している者同士でないとデータのやり取り
が出来ないので、周りの事業所が入らないと意味がないの
では？

はい。その通りだと思います。
今、「１年間、ライセンス料金が無料」となっています。是非とも周り
の事業所に「システムを導入しました」「今は無料だから一緒に連携し
ませんか？」などの声掛けなどを行っていただきたいと思います。

また、お付き合いの件数が多い事業所様同士でシステム導入しますと、
相手が１事業所であっても生産性の向上が実感しやすいかと思いますの
で、参考にしてください。
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システムを導入することで、業務の流れなどが変わ
り、余計に業務時間が増える可能性があるのでは？

現在の業務からの変化にご懸念もあるかと思います。
この変化を提供票や実績の送付の流れを例にお伝えしますと、今まで介
護ソフトから提供票や実績を「紙で出す　→　CSVで出す」、「FAXや
郵便で送る　→　システム内に入れる」と、この２つの変化がありま
す。操作に慣れてくると、生産性が向上することを実感できます。サ
ポートをうけながら、ゆっくりと操作に慣れていただきたいと思いま
す。

68



電子証明書がない場合はどうしたら良いか？

電子証明書は、電子請求受付サイトで発行することができます。ケアプ
ランデータ連携のみを活用する場合は、「DX証明書」を発行して使用し
ます。申請してから１〜２分で発行が可能です。
伴走支援をお受けいただく場合は、支援中に発行からインストールまで
完結できますので、ご安心ください。

69

システムとか苦手なんですが・・・

伴走支援を活用してください。

伴走支援では、文字通り皆様が活用できるようになるための伴走を行い
ます。不慣れな場合も、アフターフォローとしてサポートデスクのご利
用や困った時にリモートサポートを受けられることができます。是非、
伴走支援を受けられるこの期間中にお申込みください。不安を解消して
安心してご利用いただけると思います。

70

ケアマネ事業所以外（ヘルパー、通所など）の
メリットは？

様々なメリットがあります。
月末月初の煩雑な実績送付作業がデータのアップロードだけで完了しま
す。お付き合いのある居宅会介護支援事業所や地域包括支援センターが
すべて、ケアプーをお使いでしたら、最短5分程度の作業で完結すること
も可能です。また、モニタリングや日頃の連絡もケアプーを使ってテキ
スト情報を送信したり、PDFファイルを送信したりすることも可能にな
ります。また、これを機に毎日実績を介護ソフトに入力するなど業務フ
ローを見直し生産性向上に取り組んでいただくのも良い機会ではないで
しょうか？伴走支援としてご相談もさせていただきます。
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特養等のケアプーが直接関係のない事業所の
メリットは？

特養や老健が提供している短期入所もケアプーの対象事業となっており
ます。提供票（予定）の取り込みと提供実績の送信ができます。また、
居宅介護サービス計画書の受け取りもケアプーを介して行うことができ
ます。短期入所サービス計画書を作成する際に、提供された居宅介護
サービス計画所を用いて転記なしで作成に取り掛かる、ということがで
きる介護ソフトも今後は出てくることが予想されます。どんどん便利に
なっていく。それがケアプーです。
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伴走支援においてリモート操作を受ける場合、セ
キュリティが不安です。大丈夫ですか？

リモート操作は、世界的にも安全に多く使われている「TeamVewer」を
使用しています。接続の際は、お電話でお話ししながら、許可を頂かな
いと繋がらない仕組みです。普段、サポートする側が勝手につなぐこと
は絶対にできない仕組みです。後日の振り返りなどで、動画を提供させ
ていただく以外は、画面の録画は行いません。ご安心ください。
サポートチームは、セキュリティ認証も取得または申請に取り組んでい
ます。外部評価を受けられるセキュリティへの取り組みを行っておりま
す。

73

普及事業を行なった事例紹介

74

宮崎県都城市、ケアプランデータ連携システム導入普及率が全国一位に！

75

　2024年度、宮崎県都城市にて「ケアプラン
データ連携システム活用促進モデル地域づくり
支援事業」を実施しております。
　当事業の結果として、宮崎県都城市の124事
業所へシステムの導入が完了し、都城市におけ
るケアプランデータ連携システム普及率は36.2
％となり、人口10万人以上の市町村でのシステ
ム普及率で全国1位となりました。

2025.12.02現在での情報では、162事業所数
（普及率：約45％）に増加中です。

・伴走支援（訪問・オンラインなど）
・研修会の実施

最後にもう一度お願い

76



「電子請求登録結果に関するお知ら
せ」は、このような書式ととなりま
す。探す際などのご参考にしてくだ
さい。

● 電子請求用のID（KJ

で始まる14ケタ）

77

※電子請求用のID（KJで始ま
る番号）やパス　と　代理請
求用のID（HDで始まる番
号）やパスは、違います。
　必ず、電子請求用のID（KJ
で始まる番号）やパスが必要
です。

● 電子請求用のパス

● 証明書発行用パス

生産性向上の考え方と具体的な事例

78

2024年2月生産性向上フォーラムより
居宅介護支援事業所における

ケアプランデータ連携システム導入と
業務改善 

～ICT活用で実現する生産性向上～

参考資料

お伝えしたいこと

● 居宅介護支援事業所にとって、ケアプランデータ連携が生産性向上につなが
るということ

● 地域で広げていくポイント
-自社の取り組み
-ケアプランデータ連携システム活用による
 モデル地域モデルづくり事業の経験から

居宅介護支援事業所の生産性向上

● 逓減性　３５名→４５名　そして５０名

○ 事務員の配置（バックオフィス）

○ ケアプランデータ連携システム



居宅介護支援事業所の生産性向上

● 逓減性　３５名→４５名　そして５０名

○ 事務員の配置（バックオフィス）

○ ケアプランデータ連携システム

● 処遇改善加算ないのはなぜ？

○ 居宅介護事業所はまだまだ改善する余地がある

○ 逓減性を１０人あげたから

そしてブーストアップの５件増

居宅介護支援事業所の生産性向上

● 逓減性　３５名→４５名　そして５０名

○ 事務員の配置（バックオフィス）

○ ケアプランデータ連携システム

● 処遇改善加算ないのはなぜ？

○ 居宅介護事業所はまだまだ改善する余地がある

○ 逓減性を１０人あげたから

そしてブーストアップの５件増 登壇者の私見

ケアププランデータ連携を使う前の課題

● インターネットFAXを利用しており、年間約
100万円の費用が発生。

● 段階的に、メール→ケアプランデータ連携シ
ステムを使うようになり、費用が大幅に削減　
30万円程度になる見込み

● FAX送受信に伴う手間と時間が課題。
● 情報共有の遅れやミス発生のリスク。

100万円

30万円

導入後の取り組み

● 国が進めるケアプランデータ連携システムの導入を決定。
● FAXからデータ連携とメール送受信への移行による情報共有の効率化。
● バックオフィスメンバーへの業務移管とアプリケーション開発による自動化

・簡素化。



BPMNで業務フローを可視化 提供票送付

事務員の配置による仕事の変化
集約・移管・そして自動化（デジタル化）

保険者

ご利用者
様

管理・リー
ダー

CM

BO

system

提供票送信　AS・IS

モニタリング訪問
にて確認

予定管理で前月週間予定
から複写して作成する。要
支援から要介護へ変更（ま
たその逆）の場合は、複写
ができないので、週間予定
から作成する

提供表送
信

締切日を
決める

予定作成

カレンダー登録
チャット通知

確認

毎月25日を基本とし土日及び祝日
を考慮して決定する

モニタリング訪問は、提供表送信締切日より以前に調整を行う。新規対応や不可
抗力によりこの日程をすぎる場合はこの限りではない。

予定確定

変更あり

変更なし

確定状況の確認

通知

回答を受け
送信指示

送信
完了

FAX送
信操作

自動
送信

40分
程度

保険者

ご利用者
様

管理・リー
ダー

CM

BO

system

提供票送信　TO・BE１（FAXとメールでも送信　費用削減はできる）

モニタリング訪問
にて確認

予定管理で前月週間予定
から複写して作成する。要
支援から要介護へ変更（ま
たその逆）の場合は、複写
ができないので、週間予定
から作成する

提供表送
信

締切日を
決める

予定作成

カレンダー登録
チャット通知

確認

予定確定

変更あり

変更なし

確定状況の確認

通知

回答を受け
送信指示

FAX
送信

送信の指示を
受ける

送信
完了

メール送
信

毎月25日を基本とし土日及び祝日
を考慮して決定する

モニタリング訪問は、提供表送信締切日より以前に調整を行う。新規対応や不可
抗力によりこの日程をすぎる場合はこの限りではない。

自動
送信



保険者

ご利用者
様

管理・リー
ダー

CM

BO

system

提供票送信　TO・BE１
（ケアプランデータ連携システムの送信を追加、 FAXとメールでも送信　費用削減はできるが種類が増えると手間が増える）

モニタリング訪問
にて確認

予定管理で前月週間予定
から複写して作成する。要
支援から要介護へ変更（ま
たその逆）の場合は、複写
ができないので、週間予定
から作成する

提供表送
信

締切日を
決める

予定作成

カレンダー登録
チャット通知

確認

予定確定

変更あり

変更なし

確定状況の確認

通知

回答を受け
送信指示

FAX
送信

送信の指示を
受ける

送信

送信
完了

メール送
信

毎月25日を基本とし土日及び祝日
を考慮して決定する

モニタリング訪問は、提供表送信締切日より以前に調整を行う。新規対応や不可
抗力によりこの日程をすぎる場合はこの限りではない。

CSV
DL

CSV
UP

自動
送信

ケアプランデータ連携システム
保険者

ご利用者
様

管理・リー
ダー

CM

BO

system

提供票送信　TO・BE２（手間の削減のため、メールの自動送信アプリを作成して活用した）

モニタリング訪問
にて確認

予定管理で前月週間予定
から複写して作成する。要
支援から要介護へ変更（ま
たその逆）の場合は、複写
ができないので、週間予定
から作成する

提供表送
信

締切日を
決める

予定作成

カレンダー登録
チャット通知

確認

予定確定

変更あり

変更なし

確定状況の確認

通知

回答を受け
送信指示

FAX
送信

送信の指示を
受ける

送信

送信
完了

メール送
信

毎月25日を基本とし土日及び祝日
を考慮して決定する

モニタリング訪問は、提供表送信締切日より以前に調整を行う。新規対応や不可
抗力によりこの日程をすぎる場合はこの限りではない。

CSV
DL

CSV
UP

自動
送信

ケアプランデータ連携システム

保険者

ご利用者
様

管理・リー
ダー

CM

BO

system

提供票送信　TO・BE

モニタリング訪問
にて確認

予定管理で前月週間予定
から複写して作成する。要
支援から要介護へ変更（ま
たその逆）の場合は、複写
ができないので、週間予定
から作成する

提供表送
信

締切日を
決める

予定作成

カレンダー登録
チャット通知

確認

予定確定

変更あり

変更なし

確定状況の確認

通知

回答を受け
送信指示

FAX
送信

送信の指示を
受ける

送信

送信
完了

メール送
信

毎月25日を基本とし土日及び祝日
を考慮して決定する

モニタリング訪問は、提供表送信締切日より以前に調整を行う。新規対応や不可
抗力によりこの日程をすぎる場合はこの限りではない。

送信
操作

自動
送信

API連携

ケアプランデータ連携システム

変化があったところをもう一度
解説します



介護ソフトのファックス送信機能
ボタンを押すだけで、送信ができる
インターネットファックスを使ってい
るのでわずか１５分程度で送信が完了

しかし、
費用がとてもかかっていた。
年間の試算だと１００万円程度。

メール送信に切り替えて、
コストダウンを検討した

費用削減はできた。
しかし、FAXのみで送信していた
時より手間が増えてしまった。

ケアプランデータ連携システムによる
送信を追加



ケアプランデータ連携による
送信を追加した。
手間削減を目指した。
しかし、ダウンロードしてアップ
ロードするという煩雑作業は残った ケアプランデータ連携システムによる

送信を追加

メールの自動送信アプリを作成
送信にかかる時間が５％程度に削減
ミスなく送信ができるようになった

介護ソフトとケアプランデータ連携システム
が繋がる



介護ソフトのバージョンアップで
ケアプランデータ連携のAPIを使った
送信が可能となった。
作業時間が５％程度に削減

集約　移管　自動化

提供票送付の生産性向上の弊社のあゆみ

介護ソフトからFAX送信 送信ボタン１つで                 40分
コストは１００万円/年間

提供票送付の生産性向上の弊社のあゆみ

介護ソフトからFAX送信

介護ソフトからのFAX送信に加え
て、メール送信を追加
送信担当を、バックオフィスに変更

送信ボタン１つで                 40分
コストは１００万円/年間

メール送信に１人日程度　  ６時間
コストは６０万円程度に削減

移管



提供票送付の生産性向上の弊社のあゆみ

介護ソフトからFAX送信

介護ソフトからのFAX送信に加え
て、メール送信を追加
送信担当を、バックオフィスに変更

ケアプランデータ連携による送信を
追加

送信ボタン１つで                 40分
コストは１００万円/年間

メール送信に１人日程度　  ６時間
コストは６０万円程度に削減

メール送信に１.5人日程度　8時間
コストは６2万円程度

提供票送付の生産性向上の弊社のあゆみ

介護ソフトからFAX送信

介護ソフトからのFAX送信に加え
て、メール送信を追加
送信担当を、バックオフィスに変更

ケアプランデータ連携による送信を
追加

メール送信の自動化のためアプリを
開発

送信ボタン１つで                 40分
コストは１００万円/年間

メール送信に１人日程度　  ６時間
コストは６０万円程度に削減

メール送信に0.2人日程度　 2時間
コストは６2万円程度に削減

メール送信に１.5人日程度　8時間
コストは６2万円程度

自動化

提供票送付の生産性向上の弊社のあゆみ

介護ソフトからFAX送信

介護ソフトからのFAX送信に加え
て、メール送信を追加
送信担当を、バックオフィスに変更

ケアプランデータ連携による送信を
追加

メール送信の自動化のためアプリを
開発

介護ソフトがケアプランデータ連携
にAPI連携がリリース

送信ボタン１つで                 40分
コストは１００万円/年間

メール送信に１人日程度　  ６時間
コストは６０万円程度に削減

メール送信に0.2人日程度　 2時間
コストは６2万円程度に削減

メール送信に0.1人日程度　  30分
コストは３０万円程度に削減

メール送信に１.5人日程度　8時間
コストは６2万円程度

提供票送付の生産性向上の弊社のあゆみ

介護ソフトからFAX送信

介護ソフトからのFAX送信に加え
て、メール送信を追加
送信担当を、バックオフィスに変更

ケアプランデータ連携による送信を
追加

メール送信の自動化のためアプリを
開発

介護ソフトがケアプランデータ連携
にAPI連携がリリース

送信ボタン１つで                 40分
コストは１００万円/年間

メール送信に１人日程度　  ６時間
コストは６０万円程度に削減

メール送信に0.2人日程度　 2時間
コストは６2万円程度に削減

メール送信に0.1人日程度　  30分
コストは３０万円程度に削減

メール送信に１.5人日程度　8時間
コストは６2万円程度

置き換え
デジタリゼーション・デジタライぜーション

DX



集約　移管　自動化

導入後の効果

● 費用削減
○ FAX利用に比べて大幅なコスト削減を実現
○ FAX年間100万円→30万円程度に削減

● 業務効率化
○ API連携を活用し、手作業による手間を大幅に削減
○ 作業時間4時間→10分

● 情報共有の促進
○ 関係機関との情報共有がスムーズになり、ケアの質向上に貢献
○ 情報共有手段がデータ連携に統一される（可能性がある）

● ミス削減
○ データ連携による転記ミスや情報伝達のミスを削減
○ 実績の転機がなくなる
○ 取り込み時に、保険者番号や被保険者番号の登録ミスが見つけられる

システム活用における障壁と克服

● 当事業所では、事前の業務改善により特段の障壁はなし。
● 他事業所への普及支援の観点から、業務標準化や集約・移管が課題となる場

合が多いことを認識。
● ケアプランデータ連携を普及する活動や、弊社の事例から、バックオフィス

メンバーへの業務移管と自動化が有効であることを提示しました。


